
平成1 1 年２月期   連結決算短信        平成 11 年 4月 20日

上場会社名 株式会社 イ ズ ミ
コード番号 ８２７３ 上場取引所(所属部) 東証・大証市場第一部、広証

本店所在地 広島市南区京橋町 2 番 22号

問合せ先 責任者役職名 専務取締役財務本部長

氏        名 高  西   宏  昌    ＴＥＬ 082-264-3211

連結決算取締役会開催日 平成 11 年 4月 20日

（注） 平成 10 年 2月期より連結財務諸表の作成を開始しております。

１．11 年 2 月期の業績（平成10 年 3 月 1 日～平成11 年 2 月 28 日）

（１）経営成績    （単位：百万円未満切捨）

営業収益（対前期増減率） 営業利益（対前期増減率） 経常利益（対前期増減率）

百万円        ％ 百万円        ％ 百万円        ％

11 年 2 月期 278,799 （     5.8 ） 5,637 (△  7.3 ) 3,894 (△  23.9 )

10 年 2 月期 263,529   6,082 5,114

当期純利

益

(対前期

 増減率)

1 株当たり

当期純利益
潜在株式調整後
1 株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本

経常利益率

営業収益

経常利益率

百万円      ％ 円  銭 円  銭 ％ ％ ％

11 年 2 月期 341（△ 74.1） 5  17 － 0.5 1.7 1.4

10 年 2 月期 1,318   19  88 19  65 1.7 2.5 1.9

（注）持分法投資損益 － 百万円(前期   － 百万円)

（２）財政状態

総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円  銭

11 年 2 月期 232,767 74,309 31.9 1,126  66

10 年 2 月期 216,681 75,745 35.0 1,142  50

（３）連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数 3 社

非連結子会社数 6 社（うち持分法適用会社数  0 社）

関連会社数 7 社（うち持分法適用会社数  0 社）

（４）会計処理の方法等の変更

      ①連結範囲及び持分法の適用の異動状況

連結（新規） 2 社 持分法（新規） 0 社

    （除外） 0 社               （除外） 0 社

      ②会計処理方法の変更 無

２．12 年 2 月期の業績予想（平成11 年 3 月 1 日～平成12 年 2 月 29 日）

営業収益 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

12 年 2 月期 300,000 5,750 1,800

（参考） 1 株当たり予想当期純利益（連結）27 円 29 銭   （単独）   22 円 74 銭

[参考]当社（単独）の 11 年 2月期の業績（平成 10年 3月 1日～平成 11年 2月 28日）

営業収益（対前期増減率） 営業利益（対前期増減率） 経常利益（対前期増減率）

百万円         ％ 百万円         ％ 百万円         ％

275,424    (   4.6 ) 5,629    (△  9.2 ) 3,938    (△ 25.3 )

当期純利益（対前期増減率）
1 株当たり

当期純利益
潜在株式調整後
1 株当たり当期純利益

総資産 株主資本

百万円         ％ 円  銭 円  銭 百万円 百万円

393      (△73.3 ) 5  94 － 214,534 74,549

－１－



１．連  結  貸　借　対　照　表

（単位　百万円未満は切捨）

科 目 当　　　期 前　　　期 増　　　減

平成11年2月28日現在 平成10年2月28日現在 （△　は　減）

（ 資 産 の 部 ）

流　動　資　産 ( ３６，９４２ ) ( ４０，５５３ ) ( △ ３，６１１ )

現 金 及 び 預 金 １４，０７２ １５，４４９ △ １，３７６

受取手形及び売掛金 １，１５９ １，１３５  ２４

有 価 証 券 １，３３５ ２，００３ △ ６６８

た な 卸 資 産 １２，５３４ １１，８１４  ７１９

前 払 費 用 ３７９ ３２９  ５０

営 業 貸 付 金 ４，７０２ ２，７０４  １，９９７

短 期 貸 付 金 １６７ ３，４０５ △ ３，２３７

未 収 入 金 ９５４ ９９１ △ ３７

未 収 法 人 税 等 ５２７ －  ５２７

未 収 事 業 税 等 １５５ －  １５５

特 定 金 銭 信 託 － １，５０３ △ １，５０３

そ の 他 １，０８８ １，２９５ △ ２０７

貸 倒 引 当 金 △          １３５ △               ８１ △ ５４

固　定　資　産 ( １９５，８２５ ) (１７６，１２７ ) (  １９，６９７ )

（ 有 形 固 定 資 産 ） ( １５３，６１４ ) (１３３，３７６ ) (  ２０，２３７ )

建 物 及 び 構 築 物 ８３，３６５ ６７，８７３  １５，４９１

機 械 及 び 装 置 １，７８９ １，６１９  １６９

運 搬 具 １２ １４ △ １

器 具 及 び 備 品 ７，７７６ ７，１９６  ５７９

土 地 ５７，２６９ ４８，１５４ ９，１１４

建 設 仮 勘 定 ３，４０１ ８，５１７ △ ５，１１６

（ 無 形 固 定 資 産 ） ( ５，７９４ ) ( ４，２００ ) (  １，５９３ )

（ 投資その他の資産） ( ３６，４１７ ) ( ３８，５５０ ) ( △ ２，１３３ )

投 資 有 価 証 券 ５，９５５ ８，３８１ △ ２，４２６

長 期 貸 付 金 ２，８５４ ２，９８３ △ １２８

長 期 前 払 費 用 ８１ １５４ △ ７２

差入敷金・保証金 ２４，１８４ ２５，４５６ △ １，２７１

出 店 仮 勘 定 ２，５７９ ７５５  １，８２４

そ の 他 ７８１ ８４１ △ ５９

貸 倒 引 当 金 △          ２０ △              ２１  １

資　  産 　 合　  計 ２３２，７６７ ２１６，６８１  １６，０８６

－２－



  （単位　百万円未満は切捨）

科 目 当　　　期 前　　　期 増　　　減

平成１１年２月２８日現在 平成１０年２月２８日現在 （ △　は　減 ）

（ 負 債 の 部 ）

流　動　負　債 ( ４８，４７９ ) ( ５４，２７３ ) ( △ ５，７９４ )

買 掛 金 １１，３４１ １０，６０１  ７３９

短 期 借 入 金 ３，９４０ １５，７５８ △ １１，８１８

コマーシャルペーパー  － ９，０００ △ ９，０００

１年内返済予定の長期借入金 １２，６７１ ３，６５９  ９，０１１

１ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 ４，８００  －  ４，８００

未 払 金 １０，９２８ ９，１２２  １，８０６

未 払 法 人 税 等  － ６５７ △ ６５７

未 払 事 業 税 等 ９１ ２４３ △ １５２

未 払 消 費 税 等  － ９８９ △ ９８９

未 払 費 用 １，１５５ ９８５  １６９

賞 与 引 当 金 １，４１１ １，３００  １１０

そ の 他 ２，１４０ １，９５６  １８４

固　定　負　債 ( １０９，９７２ ) ( ８６，６５７ ) (  ２３，３１５ )

社 債 ２４，０００ ３０，０００ △ ６，０００

転 換 社 債 １３，６３６ １４，０８４ △ ４４８

長 期 借 入 金 ５７，６５３ ３１，９４０  ２５，７１３

退 職 給 与 引 当 金 １，１６９ １，１７４ △ ５

預 り 敷 金 ・ 保 証 金 １２，６９３ ８，８０３  ３，８８９

　 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 ８０３ ６３３  １７０

そ の 他 １６ ２１ △ ４

少 数 株 主 持 分 ( ６ ) ( ４ ) (  ２

負　債　合　計 １５８，４５８ １４０，９３５  １７，５２２

（ 資　本　の　部 ）

１９，６１３ １９，６１３ (  － )

２６，５８０ ２６，８６６ ( △ ２８６ )

１，６８０ １，５３４  １４５

２６，４３６ ２７，７４３ △ １，３０６

( ３４１ ) ( １，３１８ ) ( △ ９７６ )

△               １ △               １３  １１

資　    本       合      計 ７４，３０９ ７５，７４５ △ １，４３６

負 債 及 び 資 本 合 計 ２３２，７６７ ２１６，６８１  １６，０８６

（ う ち 当 期 純 利 益 ）

自 己 株 式

資 本 金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

そ の 他 の 剰 余 金

－３－



２．連  結  損  益  計  算  書 
（単位：百万円）

  当      期 前      期

期   別 自 平成10年3月 1日 自 平成 9年3月 1日 増      減

  科   目 至 平成11年2月28日 至 平成10年2月28日 （  △ は 減  ）
 百分比 百分比 前年比

（ 経 常 損 益 の 部 ） ％ ％ ％ 

  営  業  損  益  の  部

営  　業　  収　  益 ( 278,799 ) 100.0 ( 263,529 ) 100.0 (   15,269 ) 105.8 

売 上 高 271,761  256,401   15,359  

不 動 産 賃 貸 収 入 等 7,038  7,128  △ 90  

営　  業　  費　  用 ( 273,161 ) 98.0 ( 257,446 ) 97.7 (   15,714 ) 106.1 

売 上 原 価 205,664  195,880   9,783  

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 67,497  61,566   5,930  

営　  業　  利　  益 5,637  2.0 6,082  2.3 △ 445  92.7 

  営  業  外  損  益  の  部  

営 　業　 外　 収　 益 ( 1,826 ) 0.7 ( 1,094 ) 0.4 (  732 ) 166.9 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 416  335   80  

仕 入 割 引 452  358   94  

そ の 他 957  399   557  

営　 業　 外 　費 　用    ( 3,569 ) 1.3 ( 2,062 ) 0.8 (   1,507 ) 173.1 

支 払 利 息 及 び 社 債 利 息 2,566  1,427   1,138  

社 債 発 行 費 －  172  △ 172  

有価証券売却損・評価損 713  35   677  

特 金 運 用 損 －  287  △ 287  

そ の 他 290  138   151  

経  　常　  利　  益 3,894  1.4 5,114  1.9 △ 1,220  76.1 

（ 特 別 損 益 の 部 ）     

特　  別　  利　  益 ( 225 ) 0.1 ( 262 ) 0.1 ( △ 36 ) 85.9 

固 定 資 産 売 却 益 140  174  △ 33  

そ の 他 84  87  △ 3  

特　  別  　損　  失 ( 3,319 ) 1.2 ( 2,196 ) 0.8 (  1,123 ) 151.2 

固 定 資 産 除 却 ・ 売 却 損 580  46   533  

投資有価証券売却損・評価損 1,355  1,410  △ 55  

早 期 退 職 加 算 金 358  －   358  

特 金 解 約 損 571  230   341  

そ の 他 453  508  △ 54  

800  0.3 3,181  1.2 △ 2,381  25.1 

456  0.2 1,865  0.7 △ 1,408  

（減算）   2  0.0 （加算）   2  0.0  4  

 －  0.0 （加算）   0  0.0  0  

341  0.1 1,318  0.5 △ 976  25.9 当 期 純 利 益

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

法 人 税 及 び 住 民 税 額

少 数 株 主 持 分 損 益

連 結 調 整 勘 定 当 期 償 却 額

－４－ 



注  記 

（連結貸借対照表関係） 

摘要 当     期 前     期 

１．有形固定資産の減価償却累計額 ６３，０３２百万円 ５５，０３７百万円 

２．保証債務 ２３，３４５百万円 １０，３７０百万円 

３．自己株式の数および連結貸借対照表価額 ２，１３６    株 

１百万円 

１７，５３７    株 

１３百万円 

 

（リース取引関係） 

摘要 当     期 前     期 

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引に係わる注記 

  

（１）未経過リース料期末残高相当額 １年以内  １，０７４百万円 

１ 年 超  ３，８６９百万円 

合   計  ４，９４４百万円 

－ 

（２）支払リース料 １，１８９百万円 ９３２百万円 

 

３．連 結 剰 余 金 計 算 書 

（単位：百万円） 

当     期 前     期  

科       目 自  平成 10 年 3 月 1 日 

至  平成 11 年 2 月 28 日 

自  平成 9 年 3 月 1 日 

至  平成 10 年 2 月 28 日 

 

増   減 

（△は減） 

１．その他の剰余金期首残高  ２７，７４３ ２８，００７ △    ２６３ 

２．その他の剰余金増加高     

① 連結開始による増加高  ６６ －       ６６ 

３．その他の剰余金減少高        

① 利 益 準 備 金 繰 入 額  １４４ １４４ △        ０ 

② 連結開始による減少高  １３０ － １３０ 

③ 配 当 金  １，３９０ １，３９２ △        １ 

④ 取 締 役 賞 与 金  ４７ ４３ ４ 

⑤ 監 査 役 賞 与 金  ２ ２ － 

４．当 期 純 利 益  ３４１ １，３１８ △    ９７６ 

５．その他の剰余金期末残高   ２６，４３６ ２７，７４３ △１，３０６ 

 

４．連結財務諸表作成のための基本となる事項 

 

１．連結の範囲に関する事項 

（１）連結子会社の数 ３社   株式会社 ゆめタウン、イズミフードサービス 株式会社、 

           イズミ保険サービス 株式会社 

（２）非連結子会社の数 ６社 

（３）非連結子会社について連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社６社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高及び持分に見合う

当期純損益は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。 

 

 

 



２．持分法の適用に関する事項 

全ての非連結子会社（６社）及び関連会社（７社）は、それぞれ連結純損益及び連結剰余金に及

ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、これらの会社に対する投資勘定につ

いては、持分法を適用せず原価法により評価しております。 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価の方法 

①有価証券および投資有価証券 

移動平均法による原価法  ただし、取引所の相場のあるものは低価法 

 

②たな卸資産 

商  品（店舗）  売価還元法による原価法 

      （流通センター） 最終仕入原価法による原価法 

貯蔵品   最終仕入原価法による原価法 

 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産 法人税法に基づく定率法。ただし、当社の大規模複合型ショッピングセンタ

ー（高松店）および連結子会社 (株)ゆめタウンについては定額法。 

なお、平成 10 年 4 月 1 日以降取得の建物（建物附属設備を除く）について

は、税法の改正により定額法によっております。これにより、従来の方法に比

較し、減価償却費は 130 百万円減少しており、営業利益、経常利益、税引前当

期利益がそれぞれ同額増加しております。 

当社の高松店の減価償却費は、従来の方法（定率法）に比較し、244 百万円

減少しており、営業利益、経常利益、税引前当期利益がそれぞれ同額増加して

おります。 

無形固定資産 法人税法に基づく定額法 

長期前払費用 均等額償却 

 

（３）重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、法人税法の

規定（法定繰入率）による限度相当額に個別の債権についての回収不

能見積額を加えて計上しております。 

賞与引当金 従業員に対して支給する賞与に充てるため、法人税法（支給対象期

間基準）に定めるところにより、その繰入限度相当額を計上しており

ます。 

退職給与引当金 従業員の退職により支給する退職給与に充てるため、自己都合によ

る期末退職金要支給額から適格退職年金契約による部分を控除した残

額について法人税法に定める繰入限度相当額を計上しております。 

なお、退職金の一部について適格退職年金制度を採用しておりま

す。 

役員退職慰労引当金 役員の退職により支給する退職慰労金に充てるため、内規に基づく

期末要支給額を引当計上しており、過年度負担金 592 百万円は 5 年間

で均等額を繰り入れることとしております。 

なお、この役員退職慰労引当金は、商法第 287 条ノ 2 に規定する引

当金です。 

 

（４）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係わる方法に準じた会計処理方法によっております。 

 

 



（５）消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

５．投資勘定と資本勘定の相殺消去に関する事項 

親会社投資勘定と連結子会社資本勘定との相殺消去は、段階法によっております。相殺消去の結果

生じた消去差額は、発生年度に全額償却しております。 

 

６．未実現損益の消去に関する事項 

連結会社間の資産の売却に伴う未実現損益は全額消去し、少数株主持分に対応する部分は、少数株

主持分より控除しております。減価償却資産に含まれている未実現損益については、その消去に伴い、

減価償却費の修正を行っております。 

 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて

作成しております。連結子会社の利益準備金については、連結上はその他の剰余金として処理するこ

ととしております。 

 

８．法人税等の期間配分の処理に関する事項 

法人税等の期間配分の処理は適用しておりません。 

 

 

 

 

 

 

－５－ 
 



５．セ グ メ ン ト 情 報 

 

１．事業の種類別セグメント情報 

当期および前期ともに、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額

の合計に占める小売業の割合がいずれも９０％を越えており、また、当該セグメント以下に開示基

準に該当するセグメントはありませんので、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しておりま

す。 

 

２．所在地別セグメント情報 

当期および前期ともに、当社及び連結子会社はすべて国内に所在しており、在外支店も存在しな

いため、該当事項はありません。 

 

３．海外売上高 

当期および前期ともに、海外売上がないため、該当事項はありません。 

 

－７－ 


